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 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載を行った者のした入札、求められる義
務を履行しなかった者のした入札、その他入
札に関する条件に違反した者のした入札は無
効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 経理責任者より本件に
かかる競争参加資格の確認を受けて入札書を
提出した入札者であって、実施規則第31条の
規定に基づいて作成された予定価格の制限の
範囲内で、最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ
ない恐れがあると認められる時、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなる恐れがあって著しく不適当で
あると認められるときは、予定価格の制限の
範囲内の価格をもって入札した他の者のうち
最低の価格をもって入札した者を落札者とす
ることがある。
 競争参加資格を有していない者の参加 上
記２に掲げる競争参加資格を有していない
者も上記３により申請書及び資料を提出す
ることができるが、競争に参加するためには、
開札の時において、当該有資格者であり、な
おかつ競争参加資格の確認を受けていなけれ
ばならない。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。

２ 競争参加資格要件
 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
機構契約事務規程（平成15年10月機構規程第
78号）第４条又は第５条の規定に該当しない
者であること。
 当機構東京支社における平成31・32・33年
度物品購入等競争参加資格において、「４役務
提供等」のうち「ソフトウェア開発」に係
る競争参加資格の認定を受けていること。
なお、平成31・32・33年度（令和01・02・
03年度）の全省庁統一資格において「役務の
提供等」（等級及び地域は問わない。）の資格を
有する者は、上記の資格の認定を受けている
ものとみなす。ただし、全省庁統一資格によ
り入札参加申込をする者については、事前に
電子入札登録申請書を提出し、入札参加申込
書の提出期限までに業者番号の通知を受けて
いる者に限る。

ウ 設計・開発仕様書案の策定支援業務
設計・開発仕様書案の策定及び開発概算
費用の策定
詳細は仕様書及び内容説明書並びに入札
説明書による。
エ 発注支援業務
 意見招請（ＷＴＯ）に係る意見・回答
の取りまとめ及び仕様書への反映
 入札公告時の質問回答支援および技術
提案書の評価支援
詳細は仕様書及び内容説明書並びに入
札説明書による。

 履行期間 契約締結の日から17箇月間
 履行場所 独立行政法人 鉄道建設・運輸
施設整備支援機構 東京支社

 入札方法 本件は、技術提案書（以下「提
案書」という。）及び入札書を提出し、価格以
外の要素と価格を総合的に評価して落札者を
決定する総合評価落札方式で実施するもので
ある。入札に参加する者は独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整備支援機構（以下「当機構」
という。）の交付する入札説明書等に基づき、
土木工事積算システム設計・開発仕様書策定
等支援業務(以下「本業務」という。) に関
する提案書及び入札書を提出すること。
入札金額は、総価を記載すること。落札決
定に当たっては、入札書に記載された金額に
当該金額の100分の10に相当する額を加算し
た金額（当該金額に１円未満の端数が生じた
ときは、その端数金額を切捨てるものとす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額の110分の100に相当する金額を入
札書に記載するものとする。
 本案件は、資料等の提出及び入札を電子入
札システムにより実施する対象案件である。
なお、電子入札システムにより難い者は、契
約担当役の承諾を得た場合に限り紙入札に変
更することができる。

入 札 公 告

次のとおり、一般競争入札（ＷＴＯ・総合評価
方式）に付します。
令和２年 10 月 28 日
独立行政法人
鉄道建設・運輸施設整備支援機構
契約担当役 東京支社長 蓼沼 慶正

◎調達機関番号 565 ◎所在地番号 13
〇公告番号 東支公告第 35 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 件名 土木工事積算システム設計・開発仕
様書策定等支援業務（電子入札対象案件）
 業務内容 本業務は、「土木工事積算システ
ム要求仕様書（案）」を基に、土木工事積算シ
ステムを市販システムへの構築に必要な要件
定義や運用・保守体制の考え方、経費の見込
み等について情報提供依頼（以下「ＲＦＩ」
という。）により情報を得るとともに、調査結
果の比較検討・評価を行い、次期「土木工事
積算システム設計・開発」に係る仕様書案の
策定、土木工事積算システムの設計・開発に
要する概算金額の策定、意見招請に係る意
見・回答の取りまとめと仕様書への反映、入
札公告時の質問回答支援および技術提案書の
評価支援を行う事を目的とする。
主な業務内容を以下に示す。
ア 要件定義書案の策定支援業務
要件定義書案の作成

イ ＲＦＩの実施と結果の分析・評価支援業
務
 ＲＦＩの実施
 関係箇所との調整
 ＲＦＩ結果の整理・分析・比較・評価

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kazunori Okaichi, Direc‑

tor General of the Kannondai 2 Manage‑

ment Department, Headquarters of Nation‑

al Agriculture and Food Research Organi‑

zation (NARO)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Hyperspectral camera system 1

set

 Delivery period : 31 March 2021

 Delivery place : described in the specifi‑

cation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 8 Cabinet Order

concerning the Contract for NARO

 not come under Article 9 Cabinet Order

concerning the Contract for NARO

 have grade A, B,C or D sale of prod‑

ucts in terms of the qualification for par‑

ticipating in tenders by NARO (single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in the fiscal years 2019, 2020 and 2021.

 not being suspended from transactions

by the request of the officials in charge of

contract

 Time limit for Application for confirma‑

tion of qualification for participating in

tender and Proposal : 4 : 00 PM 9 December

2020

 Time limit for tender (Mailing) : 4 : 00

PM 21 December 2020

 Time limit for tender (Bringing) : 11 : 00

AM 22 December 2020

 Contact point for the notice : Kodama,

Supply Team, Kannondai 2 Management

Department Accounting Section, Head‑

quarters, NARO. 212 Kannondai, Tsu‑
kuba‑shi, Ibaraki‑ken 3058518, Japan.
TEL 0298387407 (Only available in Ja‑
panese)
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